
別記第３号様式 
地 域 再 生地 域 再 生地 域 再 生地 域 再 生 プ ロ ジ ェ ク トプ ロ ジ ェ ク トプ ロ ジ ェ ク トプ ロ ジ ェ ク ト 調調調調 書書書書    実施主体 （市町村名） 根室管内教育旅行誘致推進協議会根室管内教育旅行誘致推進協議会根室管内教育旅行誘致推進協議会根室管内教育旅行誘致推進協議会    

１１１１    地域再生地域再生地域再生地域再生プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトのののの概要概要概要概要    地域再生 プロジェクト名 教育旅行誘致の新たな仕組み【根室モデル】確立プロジェクト 実施 期間 平成２４年度～平成２５年度 事業 区分 新規・継続 実 施 主 体 市 町 村 名：根室管内教育旅行誘致推進協議会（根室市、標津町、別海町、羅臼町、中標津町） 民間団体名： 計   ５ 市町村       団 体 （地域の現状・課題）  当根室地域は道内の他地域に比して観光入込客数が目立って低く、その数も年々減少傾向にある。地域内には全国にも誇れる観光資源が豊富にあるにも関わらず、地域間連携・受け入れ体制が確立されていないこと、交通アクセス、宿泊のキャパシティが限定されていることなどが影響し、交流人口の増加が図られず地域経済が疲弊してきている。 地域再生 プロジェクトの 目標 （プロジェクトの目標）  交流人口増加、地域内の資源を有効に活用することを目指し、過去の調査結果等から当地域にも可能性が見込める教育旅行にスポットをあて、地域として高品質で競争力のある学習メニューの開発・提供、受け入れ体制を整備するほか、交通アクセス・プロモーションの強化を図るため、航空会社、大手旅行代理店と連携協定を締結し、新たな仕組みを確立することにより、教育旅行以外の旅行分野にも拡大を図り、さらにはひがし北海道全体を一つのエリアと想定した仕組みを構築し、地域経済の活性化、地域振興・発展に向けた調査研究を進める。 地域経済の格差を客観的に比較する選択指標 ［□ 一人当たり課税所得  □ 完全失業率  ■ 観光入込客数 ］ 格差の分野         □社会構造の格差      ■地域経済の格差   □地方行財政の格差     □医療・福祉の格差   □その他の格差（       ） 医療・福祉の格差を客観的に比較する選択指標 ［□ 少子化率 □ 医師・歯科医師数 □ 医療・福祉就業者数 ］ 具体的な格差の状況（客観的なデータ等） 是正を目指す 地域格差の状況  観光入込客数   ・当該市町村 1,809,100 人  （ Ｈ２３  ） ・全道の平均 8,730,200 人  観光宿泊客数割合  ・当該市町村 11.17％  （ Ｈ２３  ）  ・全道の平均 18.33％ ◆主な取組 地域重点プロジェクト との関連性 ■ 該 当 □ 非該当 ◆地域重点プロジェクト名 森・湖・湿原などを巡る釧路・根室観光の推進と移住・定住の促進 ○広域活動の連携強化、修学旅行等誘致活動を実施等 地域政策推進事業との関連性 ■ 該 当 □ 非該当 ◆地域政策推進事業名  地域資源活用型観光推進事業 設定目標（項目） 現状値 （平成２３年） 支援期間終了後の成果目標 （平成２５年） 将来的な成果目標 （概ね５年後） 期待される効果 （指標） 教育旅行の誘致 33 校 2,400 人（平成 23 年） 45 校 5,600 人（平成 25 年） 65 校 8,600 人（平成 29 年） プロジェクトの公表方法  事務局（中標津町）ホームページに掲載後、各市町ホームページにリンク  ※「地域再生プロジェクト計画書」（別記第１号様式）の記載との整合に留意すること 



２２２２    地域再生地域再生地域再生地域再生プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトのののの実施計画実施計画実施計画実施計画    年次別実施計画 No 事業名等 事業概要 これまでの実績 平成２４年度 平成２５年度 （事業概要） 事 業 名 学習メニュー・プロモーション強化事業 (教育旅行の学習メニュー及びプロモーションの強化) 実施期間 平成 24 年度～平成 25 年度 実施主体 市町  当地域に興味を抱かせるよう、魅力あふれる地域内の資源を有効活用し競争力のある学習メニューの開発・強化及び誘致の可能性が高い学校へのプロモーション活動を旅行会社と連携し実施する 事業区分 □新規 □既存 ■継続実施 （取組内容） 実施形態 ■直営 □委託 □補助 平成 24 年度 2,498 平成 25 年度 3,765 1 事 業 費 計 6,263  ■誘致促進検討会議の開催  ■学習メニュー・プロモーションの強化 
 ■誘致促進検討会議の開催  ・2 回開催 ■学習メニュー・プロモーションの強化  ・候補コンテンツリスト化  ・マーケットの分析  ・実験用モデルルート開発  ・グリーンツーリズム、酪   農民泊等の強化策検討 

■誘致促進検討会議の開催  ・実験事業に向けての調   整  ・プロモーションツール   の開発、検討  ・ストーリー性のあるモデルルートの開発、検討 ■首都圏・関西圏へのＰＲ 活動 ■各種媒体への記事掲載によるＰＲ （事業概要） 事 業 名 教育旅行受入推進事業 (教育旅行の受入推進) 実施期間 平成 24 年度～平成 25 年度 実施主体 市町  地域として持続可能な仕組みづくりが必要であるため、広域的な受入体制の構築、運営に向けた取り組みを推進するとともに、人材育成等の推進を図る 事業区分 □新規 □既存 ■継続実施 （取組内容） 実施形態 ■直営 □委託 □補助 平成 24 年度 5,891 平成 25 年度 2,475 2 事 業 費 計 8,366  ■事業化に向けた運営体制の検討  ■調査事業の実施 
 ■調査事業の実施  ・学校関係者の現地招聘事   業の実施  ・調査結果報告書の作成 ■事業化に向けた運営体制  の検討  ・地域意識醸成シンポジ   ウムの開催 ■学校関係者の現地招聘事業の実施  ・教員及び生徒を対象にしたモニターツアー実施  （事業概要） 事 業 名 旅行事業者との連携事業 (航空機及び航空路線の調整・確保、試行) 実施期間 平成 24 年度～平成 25 年度 実施主体 市町  交通アクセス・プロモーションの強化を図るため、連携協定を締結した旅行会社及び航空会社との協力体制の確立を目指すとともに、実験事業の実施に向けた検討を行う 事業区分 □新規 □既存 ■継続実施 （取組内容） 実施形態 ■直営 □委託 □補助 平成 24 年度 1,612 平成 25 年度 4,110 3 事 業 費 計 5,722  ■実験事業の実施に向けた検討  ■事業化に向けた協力体制の構築  ■運行体制の確立に向けた検討  ■プロモーション調査事業の実施 
 ■実験事業の実施に向けた検討  ・実施スキーム構築  ・運行体制の課題抽出 ■プロモーション調査事業の実施  ・旅行会社担当者の現地招   聘、事業説明会等の実施 ■実験事業の実施に向けた検討  ・教育旅行の実験的受入   体制の確立 ■事業化に向けた協力体制  の構築  ・共同セールスの実施 ■運行体制の確立に向けた  検討  ・実験事業の実施に向け   た内部体制の検討 平成 24 年度 10,00110,00110,00110,001    平成 25 年度 11110,3500,3500,3500,350    計 事 業 費 計 22220,3510,3510,3510,351                    



３３３３    財源内訳財源内訳財源内訳財源内訳（（（（平成平成平成平成２２２２５５５５年度年度年度年度））））    （千円）    財   源   内   訳 事 業 名 市町村補助等 No 実施主体名 事 業 費 国庫補助 金  等 道 補 助 金  等 補助金等 委 託 費 市 町 村 自己財源 民 間 等 自己財源 そ の 他 交 付 金 要 望 額 （名称） （名称） （名称） 学習メニュー・プロモーション強化事業(教育旅行の学習メニュー及びプロモーションの強化)   地域づくり総合交付金 1 根室管内教育旅行誘致推進協議会(公) 3,765     50 1,000 2,715 2,715 （名称） （名称） （名称） 教育旅行受入推進事業 (教育旅行の受入推進)   地域づくり総合交付金 2 根室管内教育旅行誘致推進協議会(公) 2,475       2,475 2,475 （名称） （名称） （名称） 旅行事業者との連携事業 (航空機及び航空路線の調整・確保、試行)   地域づくり総合交付金 3 根室管内教育旅行誘致推進協議会(公) 4,110       4,110 4,110 （名称） （名称） （名称）     4           （名称） （名称） （名称）     5           （名称） （名称） （名称）     6           （名称） （名称） （名称）     7           計 事 業 数［   ３    ］ 実施主体数［   １    ］ 10,350     50 1,000 9,300 9,300 ※「地域再生プロジェクト事業予定調書」（別記第２号様式）の記載との整合に留意すること 


